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１ 平成２４年度環境局経営方針及び予算要求総括表 

（１）平成２４年度環境局予算要求総括表 
 
【一般会計】 

 平成２４年度要求総額     １３，７０８，６７７千円 

（平成２３年度予算額      １３，２５０，６８５千円） 

 前年度比  ＋３．５％ 
 
《主な事業》                  （単位：千円） 

事業名 
平成２４年度
予算要求額Ａ

平成２３年度 
予算額Ｂ 

増 減 
Ａ－Ｂ 

○新 地域エネルギー政策推進事業 20,000 0 20,000

○新 経済協力開発機構(OECD)グリ
ーンシティプログラム推進事業 12,741 0 12,741

電気自動車等導入及び充電インフ
ラ整備助成事業 24,200 19,680 4,520

北九州環境みらい学習システム推
進事業 23,360 18,300 5,060

ESD 推進事業 20,000 10,000 10,000

環境ミュージアム改修事業 88,200 15,900 72,300

地 球 環 境 に や さ し い 「 太 陽 光 発
電」・「屋上緑化」普及促進事業 172,700 107,000 65,700

中小企業省エネ設備導入促進事業 164,700 50,000 114,700

アジア低炭素化センター関連事業 157,754 ６7,774 89,980

皇后崎工場基幹的設備改良工事 461,633 4,310 457,323

環境産業融資 2,005,270 2,006,000 ▲730

北九州スマートコミュニティ創造 
事業 511,525 1,166,851 ▲655,326

響灘ビオトープ整備事業 99,196 266,500 ▲167,304

 

【廃棄物発電特別会計】 

平成２４年度要求総額     １，１７２，０００千円 

（平成２３年度予算額      １，４６０，０００千円） 

 前年度比  ▲１９．７％ 
 
《主な事業》                  （単位：千円） 

事業名 
平成２４年度
予算要求額Ａ

平成２３年度 
予算額Ｂ 

増 減 
Ａ－Ｂ 

発電施設管理費 476,185 498,632 ▲22,447

熱供給施設管理費 6,841 5,381 1,460
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 （２）平成２４年度環境局経営方針 
 
 環境局は、「世界の環境首都」を目指すとともに、「緑の成長戦略」

の実現に向け中心的な役割を果たす。このため、「北九州市環境基本計

画」に掲げる４つの柱「市民環境力の強化」、「低炭素社会づくり」、「循

環型社会づくり」、「自然との共生・生活環境の充実」に基づき、市民、

団体、企業、研究機関、行政が一丸となった取組を推進する。 
 
 平成２４年度においては、環境施策の基本となるごみ減量化・再資

源化の推進や大気や水質、不法投棄等に関する生活環境の保全などを

着実に実施するとともに、以下の施策を重点的に取り組む。 
 
１．「見える化・感じる化」から「実践・普及」へ 

低炭素社会の実現に向け、「紫川エコリバー構想」など「見える化・

感じる化」から、市民・事業者に対する太陽光発電システムや省エ

ネ設備導入支援の拡充など、「普及」に向けた取組を進める。 

加えて、「北九州スマートコミュニティ創造事業」においては、実

用化に向けた具体的な実証事業を進める。 
 

２．環境ビジネスの本格的な展開 

アジア地域を中心とした環境ビジネス展開を促進するため、環境

配慮型都市づくりに必要な知見やノウハウを体系的に集約化したグ

リーンシティ輸出に向けた北九州モデルの構築を進めるとともに、

インド、中国、インドネシア等でのこれまでの取組をビジネスに発

展させるため、参加企業とともにプロジェクトを推進する。 
 
３．エネルギー政策への本腰を入れた取組 

安定的なエネルギー基盤の確保に産業振興の視点を加えた総合的

な地域エネルギー政策に関する基本方針を固めるとともに、新エネ

法により事業化が見込まれる大規模な新エネルギーの導入を図る。 
 
４．環境産業の振興 

グリーン成長の基盤となる市内の環境産業を支えるため、レアメ

タル（車載用リチウムイオン電池）のリユース・リサイクル拠点の

形成や環境技術の開発支援などを進める。 
 
５．市民環境力の強化 

  市民とともに環境施策を進めるため、OECD にグリーン成長のモ

デル都市として選定されたことを活かし、市民、ひいては世界に向

け情報発信するとともに、ESD 推進を柱に「市民環境力」の強化を

図る。 



２ 重点的に取り組みを行う主なもの 

 

（１）「北九州市民環境力」の強化 

・北九州環境みらい学習システム推進事業 

                         23,360 千円 
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                  （うち拡充分 5,060 千円） 

Ⅵ－１・拡充 

        （事業概要） 
        市内に多数ある環境学習施設等を連携させ、子どもから大人ま

でが低炭素・生物多様性社会づくりについて、総合的に学べるよ

うな環境学習システムを構築する。平成２４年度は、環境情報の

提供やエコツアーの充実等に加え、環境学習を系統立てた整理や

総合窓口のあり方について検討を行う。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

・ＥＳＤ推進事業 

                         20,000 千円 

                  （うち拡充分 10,000 千円） 

Ⅵ－１・拡充 

        （事業概要） 市民、企業、NPO

等との協働事業 
国連など、世界規模で進められている「持続可能な開発のため

の教育（Education for Sustainable Development）を北九州

ＥＳＤ協議会を中心に、市民、ＮＰＯ、企業、大学等と連携して

進め、その成果を市内外に向けて発信していく。普及啓発活動の

継続と共に平成２６年度に行われる「ESD の 10 年・世界の祭典」

に向けて準備を行うための体制の強化を図る。 

 

・環境ミュージアム改修事業 

                  88,200 千円 

          （うち拡充分 39,500 千円） 

Ⅵ－１・拡充 

（事業概要） 
本市のこれまでの公害克服の歴史や循環型社会の取組みなど

を来館者に分かりやすく展示している環境ミュージアムは、施設

整備から約１０年が経過したため、平成２３年度から展示の改修

を実施している。平成２４年度は、新たな環境教育プログラム及

びスマートコミュニティ創造事業取組を導入・実施するための施

設整備を行う。 

 

○新・ 環境広報強化事業 

                  37,601 千円 
Ⅵ－１・新規 

（事業概要） 
        ｢環境モデル都市｣や OECD の「グリーン成長モデル都市」の

選定など国内外から高い評価を受けている本市の環境分野の取

組みについて、より一層市民への浸透を図っていくため、小倉駅

や空港など市の玄関口や街なかでの広報活動を強化することに

より、市民が実感し、誇りに感じ、環境行動の促進に結び付けて

いく。 

 また、国内に広く「北九州市=環境」の認知度を向上させるた



め、人・情報が集まる首都圏での情報発信と広報活動を行い、市

民の環境に対するモチベーション向上による市民環境力の強化

を図る。 

 

○新 経済協力開発機構（OECD）グリーンシティ ・
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プログラム推進事業 

                  12,741 千円 

Ⅵ－１・新規 

（事業概要） 
        平成２３年度、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）グリーンシ

ティプログラムにおいて、環境と経済が両立した成長と遂げてい

るモデル都市として、パリ、シカゴ、ストックホルムと並んで、

アジアで初めて北九州市が選定された。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

平成２４年度は、選定された他都市と共に、本市の取組みにつ

いて評価報告書が取りまとめられ、世界へ発信される。この世界

中への環境情報発信により、「世界の環境首都」の都市ブランド

構築を目指すもの。 
また、国内でも日本語版ＯＥＣＤレポートを作成し、本市の環

境への取組みの足跡と未来への貢献を広くアピールする。 

 

 

（２）「低炭素社会」づくりの推進 

○新 地域エネルギー政策推進事業 ・Ⅵ－２・新規 
20,000 千円 

（事業概要） 
東日本大震災を契機に、地域の市民や企業が安心して生活や生

産活動を行うための安定的なエネルギー基盤確保の重要性が明

らかになった。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

そのため、今後、エネルギー政策を地域の視点から総合的に検

討、推進するために、基礎調査等を行い、低炭素化、再生可能エ

ネルギーの導入、企業間連携による省エネなどを含めた総合的な

地域エネルギーの基本政策の取りまとめを行う。 

 

・北九州スマートコミュニティ創造事業 

                 511,525 千円 

 （事業概要） 

Ⅵ－２・継続 

Ⅵ－４ 

北九州スマートコミュニティ創造事業は、経済産業省の「次世

代エネルギー・社会システム実証地域」に選定され、地域エネル

ギーマネジメントに関する実証を中心に実施されている。平成２

３年度には、地域節電所やスマートメーターなどの主な機器・シ

ステムの開発・設置や新しい料金制度である「ダイナミックプラ

イシング」の制度設計が完了する予定である。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 平成２４年度は、これらの機器や新しい料金制度による実証の

実施、評価を行うとともに、市民をはじめとして、国内外への本

事業の PR を積極的に実施する。 

 また、東田グリーングリッド計画を推進するため、詳細データ

収集のための現況調査（鳥類等環境調査など）を行うほか、地元

企業や住民との協働によるワークショップ等を開催する。 



 

・北九州市役所環境・エネルギープロジェクト 
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推進事業 

                        ５0,000 千円 

Ⅵ－２・継続 

 （事業概要） 
         環境モデル都市としての市役所の率先垂範を実践するため、また、

省エネ法及び温対法の規制へ対応するため、平成２３年度から本事

業により市役所の環境・エネルギー対策を推進しているところであ

るが、東日本大震災を契機とした省エネ・節電対策の重要性を踏ま

え本事業を拡充し、より一層の省エネ・節電を推進するもの。 

 

・北九州市地球温暖化防止実行計画策定事業 

                        6,738 千円 

 （事業概要） 

Ⅵ－２・継続 

          国のエネルギー基本計画が、平成 24 年夏に策定されるめ、そ

れを踏まえて本市の計画を改定するもの。 
市民、企業、NPO

等との協働事業 
 

 

・地球環境にやさしい「太陽光発電」・「屋上緑化」 

普及促進事業 

                        172,700 千円 

Ⅵ－２・拡充 

                 （うち拡充分 63,200 千円） 

        （事業概要） 
           「太陽光発電システム」又は「家庭用燃料電池（エネファーム）」

を設置する市民、「屋上緑化」を導入する事業者に対し、市が設

備費用の一部を補助することで、当該設備の導入を促進し、地

球温暖化防止に寄与することを目的とする。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

       ・関門海峡潮流発電設置推進事業 Ⅵ－２・継続 

11,110 千円  

（事業概要） 
市民、企業、NPO

等との協働事業 

本市固有の再生可能エネルギーである関門海峡の潮流エネル

ギーを活用した潮流発電の実用化に向け、課題抽出・最適化のた

めの実証研究及び市民の「見える化・感じる化」を図るため、イ

ベント等を通じた情報発信を行う。 

 

       ・水素エネルギー社会実証推進事業 

       （燃料電池車リース） 

Ⅵ－２・拡充 

  

5,040 千円 
市民、企業、NPO

等との協働事業 

（うち拡充分 2,520 千円） 

（事業概要） 

本市は、平成２１年度より燃料電池自動車をリース導入してお

り、これまで水素ステーションを利用しながら、福岡水素エネル

ギー戦略会議と協働して走行実証を行ってきた。今後も、引き続



き燃料電池自動車をリースし、将来の水素エネルギー社会の実現

に向けた取組の「見える化」として利用するもの。 
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 ・○新 省エネ診断士育成助成事業 Ⅵ－２・新規 
8,000 千円 

（事業概要） 
                家庭・業務・産業・運輸といった各部門のうち、特に業務部門

の温室効果ガス排出量の増加が著しく、対策が重要となっている。 
市民、企業、NPO

等との協働事業 そのような中、各企業に出入りしている中小の設備業者が省エネ

診断を行うことにより企業の省エネ対策・温暖化対策を推進する

ため、省エネ診断士の育成を支援する事業を実施するもの。 

 

 ・○新 市有施設等太陽光発電設備普及事業 Ⅵ－２・新規 
130,814 千円 

（事業概要） 
                太陽光発電は、環境モデル都市行動計画（グリーンフロンティ

アプラン）においても、高い導入目標を掲げており、市役所は率

先して導入する立場にあるが、市有施設への太陽光発電の普及は、

小中学校や市営住宅、上下水道、道路等を除いては導入がなかな

か進んでいない状況であるため、太陽光発電の普及を行うもの。 

 

○新 産業界における太陽光発電普及促進事業 ・Ⅵ－２・新規 
5,857 千円 

（事業概要） 

         産業界への太陽光発電の普及を図るため産学官による研究会

を設置し、情報交換や基礎研究を進め、太陽光発電事業や部材開

発など地域企業の新規参入を推進するとともに、ビジネスモデル

を確立し、本市産業の振興を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

            

･環境産業融資 Ⅵ－２・継続 

2,005,270 千円 

（事業概要） 

 市内において環境・エネルギーに関する設備投資を行う企業等

に対し、必要な資金を融資することにより、北九州市経済の振興

と低炭素社会づくりの両立を図る。 

 

・中小企業省エネ設備導入促進事業 Ⅵ－2・拡充 
164,700 千円 

（うち拡充分 114,700 千円） 

 （事業概要） 
       工場や事業場における一層の省エネルギー対策を推進するた

め、高効率な省エネ設備（空調機器、ボイラー、照明設備、節水

型便器等）及び新エネルギー（太陽光発電、小型風力発電等）を

利用した発電設備を導入する中小企業等に対し、設備導入費用の

一部を補助する。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 



・ノーマイカー普及戦略事業 
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3,224 千円 

 （事業概要） 

Ⅵ－４・継続 

           マイカーに依存したライフスタイルを見直し、公共交通機関の

利用促進を図るため、平成 23 年 10 月から毎週水曜日に継続実

施している「ノーマイカーデー」の普及啓発を強化し、さらなる

定着を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

 

  ・公用車における低公害車普及事業 Ⅵ－４・拡充 

26,399 千円 

（うち拡充分 21,119 千円） 

 （事業概要） 
           市が率先して電気自動車等を導入し、市民や企業への普及を促

進するため、平成 25 年度までに 50 台の導入目標を掲げ、平成

23 年度までに電気自動車等を 17 台導入した。平成 24 年度は

25 台の電気自動車等を導入する。 

 

・電気自動車等導入及び充電インフラ整備助成事業 

                         24,200 千円 

                  （うち拡充分 4,520 千円） 

Ⅵ－４・拡充 

（事業概要） 
        ガソリン車等から電気自動車等への転換を誘導するため、市内

事業者及び市民を対象に購入費の一部を助成する。あわせて、一

般開放型の充電インフラを整備するため、工事費等の一部を助成

する。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

・アジア低炭素化センター関連事業 

157,754 千円 

                 （うち拡充分 89,980 千円） 

Ⅶ－１・拡充 

        （事業概要） 
         環境モデル都市に掲げた温暖化ガス削減目標を達成するため

に平成２２年６月に開設された「アジア低炭素化センター」の

事業を推進し、環境に資する多様な技術等を海外に輸出するこ

とで、地域経済の活性化を進めていく。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

・皇后崎工場基幹的設備改良事業 

                        461,633 千円 

                 （うち拡充分 457,323 千円） 

Ⅴ－３・拡充 

Ⅵ－２ 

 （事業概要） 
      平成１０年に運転を開始した皇后崎工場において、省エネル

ギー機器類を導入するなど、省エネルギー化を図り、更なる

CO2 削減を目指した設備の改良工事を行い、３０年間の運転が

できるよう工場の長寿命化を図る。 

 



 

（３）「循環型社会」づくりの推進 

・ レアメタル（リチウムイオン電池）リユース Ⅵ－３・拡充 
リサイクル拠点形成事業 

       10,000 千円 
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（うち拡充分 7,000 千円） 

（事業概要） 
       使用済み車載リチウムイオン電池のリユース・リサイクル技術

の開発や回収のための社会システム構築を目的とし、産学官によ

る研究会の運営やリチウムイオン電池関連業界の動向調査を行

う。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

・ ○新 環境配慮型製品販売拡大・PR事業 Ⅵ－３・新規 
       11,000 千円 

（事業概要） 
        北九州初の環境にやさしい製品「エコプレミアム」の販売拡大

を図るため、ワーキングチームを設置し、製品の販売拡大・ＰＲ

策を検討するとともに、新たなエコプレミアム製品等の開拓や、

なお一層のＰＲを行い、本市環境産業の振興を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

１ 北九州エコプレミアム販売拡大支援ワーキングチームの設

置・運営 

２ 環境配慮型製品掘り起こし調査 

３ スターフライヤー機内誌へのエコプレミアム広告の掲載 

 

・地域特性型（メニュー選択方式）市民環境活動 Ⅵ－１・継続 
推進事業 

Ⅵ－３ 
      19,386 千円 

（事業概要） 
        低炭素社会づくりに向け、剪定枝リサイクルや廃食用油リサイ

クルなどの環境活動を自主的に行う地域団体に対して、リサイク

ル経費の負担等地域環境活動の拡大を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

また、市民が身近にできる環境活動として、家庭から出る生ご

みを堆肥化し、できた堆肥を家庭や地域の花壇で活用するなど、

循環型の生活様式を目指すため、生ごみコンポスト化容器活用講

座や生ごみコンポストアドバイザー養成講座の実施など、家庭や

地域における生ごみの再資源化を支援する。 

 

     ・古紙リサイクル推進事業 

                        274,213 千円 

      （事業概要） 

Ⅵ－１・継続 

Ⅵ－３ 

        一般廃棄物の減量化・資源化促進のため、古紙回収を行う市民

団体に対する奨励金の交付や、資源回収用保管庫の貸与などによ

り、古紙回収活動の一層の促進を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 
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     ・○新 循環型社会を形成するための環づくり支援事業 

       4,290 千円 

      （事業概要） 

Ⅵ－３・新規 

        「北九州市循環型社会形成推進基本計画」に基づき、市民 1 人

ひとりが取り組むことができるごみの減量化（生ごみ水きり推進、

リデュースクッキング講座）・資源化（生ごみ由来の堆肥の使い

方講座・廃食用油リサイクル等の見学ツアー）の促進を図る。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

 

（４）「自然」との共生・「生活環境」の充実 

・響灘ビオトープ整備事業 

                        99,196 千円 
Ⅵ－４・継続 

（事業概要） 
        エコタウン、次世代エネルギーパークと合わせて響灘地区環境

学習資源の一つとして、「自然の回復力」に視点を当てた日本最

大級のビオトープを整備するもの。平成２４年１０月の正式オー

プンに向け、園内工事や展示物の制作、展示用備品購入を行う。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

 

・市民植樹・美しいまちづくり事業 

                         12,625 千円 

                  （うち拡充分 7,625 千円） 

Ⅵ－４・拡充 

 （事業概要） 
        環境首都 100 万本植樹プロジェクトの一環として、市民の記

念日に苗木を配布する事業「わたし記念日」（記念樹プレゼント

事業）を実施するほか、まちの森整備の一環で、市民による植樹

を支援する。 

市民、企業、NPO

等との協働事業 

       

・大気汚染常時監視システム整備事業 

                         36,864 千円 
Ⅵ－４・継続 

（事業概要） 
        市内の大気汚染の常時監視を行うため、市内 21 箇所に配置さ

れている測定局と公害監視センターを結ぶテレメーターシステ

ムのリースの継続・保持等を行う。 
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３ 事務事業の見直し等（主なもの） 

  

 （１）行政評価による見直し 

   ①ＥＳＤ推進事業 

     ESD の更なる普及を目指した広報啓発事業の強化や、２０

１４年（平成２６年）に予定されている「ＥＳＤの１０年」

最終会合のサイドイベント開催に向けた準備を行う。 

 

   ②地球温暖化対策推進助成事業 

     「太陽光発電設備」や「屋上緑化」の導入費用の一部を補

助することで設備の導入促進を図るものである。平成２４年

度は、太陽光発電設備設置補助金の補助件数を拡大するとと

もに、新たに「家庭用燃料電池」の設置に対しても補助を行

う。 

 

   ③古紙リサイクル推進事業 

     古紙価格に左右されず、古紙集団資源回収活動が円滑かつ

安定して行われるよう交付している、古紙回収業者への奨励

金について、近年の古紙価格等を勘案し、価格に応じた適正

な奨励金が交付できるよう見直しを図る。 

 

 

 （２）その他の見直し 

   ①北九州市民環境パスポート事業 

     事業のより一層の効率化と委託料の見直しを行い、経費を

削減する。 

 

    


